
　私たちが求める健康観とは、単に長生きをするだけでなく、人生の最後まで人間

らしく、自分らしくあり続けることです。しかし、口の健康が命の豊かさに大きく

影響すると言われるなか、格差社会の進行、不安定な雇用、実質賃金の減少、長時

間労働、医療改悪による自己負担の増大が、国民を歯科医療から遠ざけています。

　歯科は特に所得によって治療にかける費用の差がでています。患者負担が増加す

るたびに受診抑制がおき、痛くても、歯がなくて噛めなくても我慢する患者が多く

います。

　また、長年にわたる歯科医療費の抑制策が、歯科医療機関の人材難、経営難をま

ねき、歯科医療も崩壊の危機に直面しています。

　いつでも、誰もが、安心して、保険で良い歯科医療を受けられるように、歯科医

療政策を抜本的に転換することが求められています。

◆収入格差が歯科受診の格差に

　総務省の07年度「家計調査年報」から世

帯毎の年収別に医科と歯科の診療代の支出

を見ると、医科に比べ歯科は年収による支

出額に極端な差があり、最も所得の高い層

と最も低い層との差は5倍もあります。

　また、NPO法人日本医療政策機構が発表

した「日本の医療に関する2007年世論調

査報告」では、「費用的理由で歯科医の受診

を控えたことがある」と答えた人が、高所得・

高資産層で13％、低所得・低資産層が40％

と、経済力による受診格差が3倍以上あるこ

とが報告されています。

　働く貧困層の急増や収入格差が広がるな

か、歯科受診を控える人が増加しています。

歯科医療をめぐる患者・国民の状況Ⅰ

2007年家計調査（総務省）

歯科再生プラン（案）歯科再生プラン（案）歯科再生プラン（案）

～歯科受診の権利が奪われている
国民の願いは「保険で良い歯科医療を」～

収入5分位別1世帯あたり年間の医療費の
家計支出（勤労者世帯）

収入5分位別1世帯あたり年間の医療費の
家計支出（勤労者世帯）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

年収（万円）

～268

268～396

396～540

540～778

778～

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ 平均（円）

医科診療代 歯科診療代

40,172 14,460

医科診療代

歯科診療代



　写真は50代女性の口腔内を写したものです。

糖尿病もあり、治療費が払えないからと受診を控えた結果、

このような口の状態となってしまいました。

　収入格差が受診の格差となっている典型的な事例です。

お金の心配をせず、誰もが安心してかかれる歯科医療を保

障することが必要です。

◆成人期の公的健診の機会が少ない日本

　日本では乳幼児の健診受診率は、医科・歯科とも大差なく、低年齢でのう蝕（虫歯）罹患

率が減少しています。一方で、成人期の歯科健診が充分に保障されておらず、40代・50代

の8割～9割が歯周病を罹患していると言われています。

　予防歯科医療の先進国と言われるスウェーデンでは、健全な口は国と社会の責任とし、成

人までの健診と治療（矯正治療などを含め）を無料でおこない、予防教育を徹底しています。

また、定期受診・治療の徹底で、「8020（＊80歳で20本の残存歯）」を達成し、歯周病の

処置率は95％となっています。

　日本では、医科の健診は労働安全衛生法による健診や2008年から始まった特定健診・特

定保健指導などでも位置づけられていますが、歯科健診は除外されています。

◆「8020」達成率の低い日本

　よく噛んで食べられる人は、社会生活も活発で、うつ病にもなりにくい。また、入院など

重い病気にもかかりにくいという結果が各種調査で出ています。北海道国民健康保険連合会

の6万件余の調査でも、「8020」達成者は非達成者と比べて平均医科診療費が少なく、生活

習慣病にもかかりにくいという結果が示されています。

　「健康日本21」の中間評価では、25%の人が「8020」を達成したとされていますが、

国際的には、「10本以上残存しても、60歳を境に加齢につれて極端に減少する国」とされ、

この間の連続する医療改悪が「8020」の達成を阻害しています。

（1）すべての国民に歯科健診・治療の保障を

　学校保健法や母子保健法で健診の機会が保障されている乳幼児、学童、生徒、妊産婦を除

いて、国民には歯科健診の機会が事実上保障されていません。労働安全衛生法や特定健診・

特定保健指導等での歯科健診や公的な健診を拡充することが必要です。

　また、そのためにも保健所などの公的施設にも歯科を設置し、歯科医師や歯科衛生士を配

置するなどして、在宅患者や障害者なども含め、全ての国民が安心して健診や治療が受けら

れるように歯科医療体制の拡充整備をおこなうことが必要です。

歯科医療の改善、充実に向けた提案Ⅱ



（2） 口腔ケアの充実を…歯周病菌と全身の病気

　近年、口と全身との科学的解明が進み、歯周病菌と

肺炎、心内膜炎、低体重児出産、動脈硬化、糖尿病な

どの関連が報告されています。

　特に高齢者の直接死亡原因上位にある肺炎は、外部

からの病原菌等が原因ではなく、口腔内で増殖した肺

炎原因菌を肺に誤嚥することで肺炎を発症していると

言われています。

　高齢化社会を迎え、要介護者、認知症高齢者は大幅

に増加すると予想されており、高齢者の“生活の質”か

ら見ても、口腔機能の向上をはかることが必要です。

（3） う蝕（むし歯）、歯周病予防のとりくみを

　先進国では既にう蝕の抑制に成功しています。日本でもう蝕が減少してきましたが、諸外

国と比べ依然高いう蝕率となっています。子どもの歯の予防に力をかけることが、ひいては

成人期の欠損、歯周病の予防につながります。乳幼児や学童に対する教育、う蝕、歯周病予

防の生活習慣の確立、フッ化物の適用など、予防歯科医療を抜本的に強化することが必要で

す。

（4）保険のきく範囲を拡大し、患者負担の軽減を

　患者・国民の歯科医療に対する要望では、

各種調査で「保険のきく範囲を広げてほし

い」「新しい技術も健康保険で診てほしい」

が圧倒的に高い要望になっています。　

　医科では、新しい技術は一定臨床で行われ

実績を積むと保険適用されています。しかし、

歯科では過去30年間新しい技術はほとんど

保険適用とされず、基本的な技術になってい

るもの（セラミック冠、金属床、矯正など）

でさえ認められていません。患者・国民の歯

科治療において有益な基本的技術は、早急に

保険適用とすべきです。

　また、高齢化が進行するなかで、在宅・訪

問歯科診療を拡充することも必要です。

　保険のきく範囲を拡大し、患者の負担を軽

減する抜本的な政策転換が求められます。

国民の歯科医療に対する要望国民の歯科医療に対する要望

健康保険のきく範囲を
ひろげてほしい

夜間や休日も治療が受けられる
ようにしてほしい

窓口負担を少なくしてほしい

治療費や費用を十分説明
してほしい

歯科検診の制度を確立
してほしい

診療回数を少なくしてほしい

その他

79.1％79.1％

53.5％

51.4％

48.2％

13.5％

53.5％

51.4％

48.2％

41.2％

38.1％

29.8％

41.2％

38.1％

13.5％

待たせないでほしい 29.8％

0.0 50.0 100.0
（％）

2006年患者アンケート（「保険で良い歯科医療を」全国連絡会）



（5）診療報酬の大幅な引き上げを

　これまで歯科医療は、日本の医療費抑制の

先陣とされ、長期にわたって低い診療報酬で

据え置かれてきました。

　右図のように、医療費全体に占める歯科医

療費の割合は、年々減り続けています。

　こうした中、多くの歯科医院では経費の削

減のために、歯科材料費の削減やスタッフの

削減、職員の賃金の抑制、外注技工料金の抑

制などで対応しています。

　しかし、このような対応だけでは限界があ

り、安全・安心・信頼の歯科医療が崩壊する

状況となっています。

　歯科医療費を増やし、診療報酬を大幅に引

き上げることが必要です。

（6）歯科スタッフの充実と育成を

　日本歯科技工士会の「2006年歯科技工士実態調査結果」によれば、自営歯科技工士のほ

ぼ半数が週労働時間76時間を超え、年間に換算すると4,000時間以上です。平均年収も、

勤務者の約3分の1は年収250万以下です。こうした「長時間・低賃金」のために、20代の

離職率は７割となっています。養成学校も閉鎖・縮小が相次ぎ、このまま推移すれば、将来

保険で「入れ歯（義歯）」や「被せ物（冠）」を作製する技工士が日本にはいなくなる恐れが

あります。

　また、歯科衛生士も、2007年度の登録者は約21万人弱で、毎年約7000人の免許取得

者が増えているにも関わらず、実際の就業者は約8万7000人となっており、全国の32％の

歯科事業所で歯科衛生士を雇用できないなど歯科衛生士の不足が問題となっています。

　いつでも誰もが安心して歯科治療をうけられるように、歯科スタッフの育成と働きつづけ

られる労働環境づくりが必要です。

　歯科医師の養成については、現状の歯科医療供給体制の延長線上で養成数を検討するので

はなく、全国各地の公的施設への配置や予防歯科医療の拡充など、真に国民の求める歯科医

療への政策転換を計画するなかで検討すべきと考えます。

全日本民主医療機関連合会
〒113-8465 東京都文京区湯島2-4-4  7F
TEL 03-5842-6451  FAX 03-5842-6460
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